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交渉 目的 とい う限定 された観 点か らではあ るが,イ ギ リス労使関係制度の もと
での労働組合,従 業員 への情報開示を テーマとす る数少 ない研究書 であ る。本
稿では,彼 らの研 究を中心 にその他若干の資 料に基づ いて イギ リスにおけ るか
ようなデ ィス クロージ ャーの諸問題を整 理して検討す る予定であ る。本稿 は次
の ように構成 され る。
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{→ 団 体 交 渉 目的 のた め の 労働 組 合,従 業 員 へ の情 報 開示 を要 請 す る法 規定
を 中心 に そ の問題 点,限 界 を取 り上 げ る。
⇔ 労 働 組 合,従 業 員 へ の情 報 開 示 な らび に そ の拡 大 に た いす る擁 護 と反 対
のた め に 提示 され る議 論 につ い て整 理 ・検 討す る。,
日 労働 組 合 へ の会 計情 報 の 開示 は組 合 の 交 渉 態度 の 戦 闘性(aggressiveness)
を 強 化 し,ひ い て は イ ン フ レ誘 発 的賃 金 を 招 来す る とい う議論 は 労 働組 合
へ の情 報 開 示 拡 大 に対 抗す る有 力 な見 解 であ るが,こ の 議論 は は た して経





イギ リスにおいて労働組合 または従業員へ の情報開示を規定 してい る重要な
法律は雇用保護法(EmploymentProtectionAct1975)および産業法(IndustryAct
1975)である。 これ らが制定 され る以前において会計情 報の開示 は1948年およ
び1967年の会社法,1963年の雇用 契約法(ContractsofEmploymentAct)によ
って主 に規制 されていた。周知 の ように,会 社 法は明 らかに株主 と債権者 を中
心 とした企業資本の提供者 ・貸付者を対象 としたデ ィスクロージ ャーを要求す
る ものである。 もちろん,会 社 の年次報告 書には事業活動の業 績や財政状態 に
関 した情報 が提供 され るが,そ れ は まず歴 史的であ る こと,言 葉 を換 えれ ば,
将来 の計画や 予測を 内容 とす る情報 ではない。 さらに,そ こにおけ る情 報は賃
金,'雇用 条件,解 雇等に関連 した情報 ニーズを もつ従業員や労働組合に とって
は限定 された用途 しか もた ない。
使用者は会社法⑦)ほか に雇用契 約法に よって も若干 の開示義務が課 され る。
企業 は従業員にたい して賃金率や賃金水準,労 働時 間,休 暇 を受け る権利,解
雇の最低予告期間,医 療計画,年 金計画,苦 情処理手続 とい った項 目を含んだ
'
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労働者 の雇用条件を示す よ う要請 され てい るのであ る。 こ うした内容 の情報 は
通常 各個人に書面を以て与 え られ る。雇用条件は交渉 を通 じてか,あ るいは経
営者 に よって一方的に変更 され うるであろ うが,い ずれの場 合に もそ の変更に
っいては従業員 に通知 されね ばな らない。そ の他,年 金 計画の顛末を通知す る
よう規定 したFinanceAct1970,職場での安全性 と健康に関す る方 策な らびに
その計画 について情報を提 供す る よう義務づけてい る職場健康 安 全 法(Health
andSafetyatWorkAct1974)があ る。
如上の諸法律は企業にたい して 「開かれた社会」(opensociety)にな る よ う
　
圧力を加えてい る ことを示唆 してい るが,こ れ らは必ず しも当面 のわれわれ の
関心に とって中心的 な ものでは ない。雇用 保護法 と産業法 におけ るデ ィス クロ
ージャーの規定 こそが団体交渉 目的 に直接 ・間接 にかかわ ってお り,そ の点で
極めて重 大な議論 の対象 となるのである。
雇用 保護 法は1974年2月に成 立 した ウィル ソソ政権の労働政策 のプ ロ グ ラ
ムの第二段 階 として,労 働者 の権利を よ り積極的に保護 し,団 体交渉を強化す
　 　
るため同年11月 に制定 された。雇用 保護 法のなか でデ ィス クロージ ャ ー を 取
り扱 った条項 はその基礎を労働党政府 の労使関係法案(lndustrialRelationsBill
1970)ならびに保守党政権下で施行 された 労 使 関 係 法(lndustrialRelat三〇nsAct
1971)におけ る諸規定 に置いてい る。 また,労 働党政 府は労使関係法案 に先立
ち,ホ ワイ ト ・ペーパ ー 『闘争 に代 えてS(lnPlace・fStrife1969)を発表 し,
団体交渉のために情報 の よ り大 きな流れを保 証す る公約 を与えていた。そ の第
47項と48項は次 の如 く記 してい る。
「従業員代表が会社 レベルない し工場 レベ ルで の団体 交渉ならびに協 議 会 の
拡大に同 じ条件 で経営者 と参加すべ きであれぽ,従 業員代表は経営 者の提案,
方策お よび意思決定 に関 して独 自の判断を形成 し うるに十分な情報 を必要 とす
るであろ う・…・。
政府は王立委員 会の勤告 より進 んで,労 働組 合が団体交渉 のために必要 とす
る一定 の種類の情報 を使用者か ら入手 し うる諸規定を労使関係法のなかに織 り
込む ことを提案す る。 それ は この提案に関 し て 具体的 な 協議 を持ち,そ して
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合ないし従業員代表へ情報開示の拡大を図る とい う公約は 「実質的に同じ条
ゆ
件」で,著 し く論争 の対象 とな った労使関係法 のなか に持 ち込 ま れ た の で あ
る。つ ま り,労 使 関係 法第56条は,使 用 者は団体交渉 を円滑に進め る うえで
労働組合代表 に会社情報 を開示す る こ と,同57条 は従業員に毎年度財務 諸表
を交付す るよ う要 請した ので ある。労 使 関 係 委 員 会(CommissiononIndustrial
Relati・ns)は70年代初めにデ ィス クロージ ャーの実態調査を行 ない,そ のなか
で使用者が会社 の年次報告書 か ら自由に利用可能 な情報 さえ労働組 合に提 供す
　
ることを恐れていた ケースに遭遇 した と報 告 している。 その場合 に情報の提供
は組合 の戦闘性(aggress三veness)の強化 と大 幅な賃金 引上 げ要求へ導 くであろ う
とい う尤 もらしい,だ が必ず しも実 質的な根拠 のない主 張を基礎 に,使 用者は
デ ィス クロージ ャーに消極 的姿勢をみせた のであ る。 こ うした 当時 の情況を踏
まえるな らぽ,労 使関係法の規定は相当に 「進 歩的」 と判断 でき よう。但 し,
同法第158条はデ ィス クロージ ャーの一般 的要件たたいして6つ の除外例を定
　
めてお り,第56条 の規定は第158条のそれ に従 うことにな っていた。
さらに,労 働組 合 と使用者がそ の環境に適合 した情報 の提供 に関す る協定を
締結す るため のガイ ドライソ として,以 下の こと1が指示 され てい る。



















による注記を 内容 とす る もので,特 に斬新 な点 はない。「将来の見通 し と計 画」
では短期 ・長期 の仕事 の見通 し,労 働慣 行変更の提 案,従 業員に影 響を及ぼす
とみ られ る投資,合 併,買 収,再 組織 計画を内容 とす る情 報の提供を規定 して
お り,会 社法 のも とではデ ィス クロージ ャーが要請 されない類の情報であ る。
この点で極め て斬新 さを持 ってい る。三以下 で述べ るであろ うが,会 社情報は
交渉事項 の うち特に賃金 問題 と強 い係 り合いを もって扱われ るので あ り,し か
もその際 に予測(forecasts)ない し計画 を主内容 とした情報に第1級 の価値が付
与 され るのであ る。 この意味 において も「将来の見通 しと計画」はそ の後の労働
の
組合への情報 開示規定 の発展 の うえで一つ の里程標を なす といえ るであろ う。
ところで,労 使関係法は1974年2月の総選挙 で労働党 が勝利を収め た 結 果
同年廃棄 され たが,政 権に返 り咲 いた労働党 は 「社会契約」 の推進 とイギ リス
産業 再生のため の一環 として雇用保護 法 と産業法を制定 し,労 働組 合への情報
公開の拡大を押 し進 めた のであ る。雇用保 護法はその第1部 「労使 関係改善を
促進す るための機構」 のなか の 「情報 の開示」 において使用者 の情報開示 に関
す る一般的義 務を規定 し て い る。「使 用者 と独 立 の労働組合 の代 表者 との間の
あらゆ る段階 におけ る団体交渉 目的のために,労 働組合 の代表者の要 求に応 じ
てその事業に関す るす べての情 報……を開示す る ことが……使用者の義務であ
る。」(第17条)。そ こ で は,職 場委員か ら上のすべて の段階 の組 合の交渉者が
必要 とす る情 報を,そ の交渉 者が組合 に よって団体交渉 の権限を付与 されてい
る限 り,使用 者にたい してそ の要 求に対 応す る情報を開示す るよ う義務づけた
のであ る。 ここに同法 の最 大 の特徴 があ る。 この一般 的開示 規定 の具体 的内容
お よび実行手続に関 しては,1976年に 「斡旋,調 停,仲 裁 サー ビス」(Advisory,
Conciliati皿andArbitrationService)から 「団体交渉 のた めの労働組合へ の情報
　
の開示」 とい う実施要領草案(adraftcodeofpractice)が発行 さ れ て い る。 そ
の草案が団体 交渉に恐 ら く適合 してい る として列挙す る情報 の種類 は労使関係
委員会 の勧告 とさほ ど大差 はな い が,ACASの 一覧表 は生産性 の データ,作
業計画,注 文,市 場 占有率,政 府か らの財政援助,企 業 グルー プ内の金銭貸借
と利子 負担等に まで亙 ってお り,情 報 の種類 は よ り広範 囲に及 んでい る。
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しかしながら,先の一般的開示規定にたいして重大な除外例が用意されてお
　
り,使 用者は下記 に該当す る情 報を開示 しな い ことが できるのであ る。












あ る個人に関す る情報 で,そ のデ ィス クロージ ャーに彼が同意 しない情
そのデ ィス クロージ ャーが団体交渉へ の影響以外 の理 由で使用者 の事業
または弁護す る 目的 で入手 した情報。
さらに,使 用者 のデ ィス クロージ ャーにたいす る一 般的義務を限定 してい る
　
と考 え られ る二 つの規定が ある。
(a)使用 者は第17条 の義務 を遂行す る際に原始記録 の検査やそ の写 し の作
成を要求 され ない。
(b)団体交渉の遂行上情報 の もつ価値 に著 し く釣 り合 いを欠 く作業や支 出を
伴 う情報 の作成 ・蒐 集は要 請 され ない。
この二点は現行 のア メリカの実務に極め て接近 してい ると認識 され てお り,し
か も 「重要性」(materiality)や「良 き労使 関係 の慣 行 」の重視 はア メ リカの全
国労働関係委員会(NationalLaborRelationsBoard)によって使用 された ものに
ゆ
類似 した規準(criteria)である。 いずれ に し て も,使 用者は上記の よ うな制限
を理 由に して全面的に デ ィス クロージ ャーを拒否す る可能性 があ る。そ のため
に雇用保護法はかか る可能性を可及的に抑制す るため の機構を用意 してい る。
す なわ ち,労 働組合は情報 の開示が拒絶 された場合,そ の苦情を中央仲裁委員
会(CentralArbitrationCommittee)に訴 える ことがで きる。 そして,ACASは
その調停に乗 り出すために組合 からの苦情を調査 し,ACASの段階 で解決が図




であれば使用 者に一定期 間内に情報 の開示を要 請す ることがで きるのである。
雇用保護法 の情報 開示規定 の問題点 として,次 の ことを指摘す ることがで き
る。第一は,労 使関係法 にたいす る多 くの批 判者は,第158条(1)に定め られた
除外例 の一覧表 は使用者が如何な る情報を もその開示を拒否す ることが可能 な
ほ ど幅広 く作成 され ていると考 えていたが,ま さに同様の批判が雇用 保護法に
も該当す る。特 に次の3つ の側面は開示規定 それ 自体を骨抜 き に す る 虞 が あ
る。
(a)一般的義務 にた いす る除外例。
(b)労働組合が如何な る原始書類を も検査す る ことができない。
(C)どの程度 の作業量ないし支 出額が情報価値に合理 的に釣 り合 うか とい う
問題。
これ らは使用者が法 の網を巧みに潜 り抜け るた めの効果 的 な経 路(channel)で
あることは確実であ る。第二 の批判点は,既 述 した よ うに,使 用者がデ ィス ク
ロージ ャーの拒否を行 な う、場 合,組 合はその苦情をACASや 中央 仲裁委員会
に申し出るが,そ れ がかな り圧 介で冗長 な手続を要す ることに関連 している。
仮にそれが迅速に処理 され ない とすれぽ,組 合がその開示を要請す る情報は陳
腐化す る虞が十分にあ るか らであ る。
か ように,雇 用保護法 の開示規定 には様 々な制限 が準備 されてお り,使用者
にたいして 「逃げ道 」が用意 され てい ることは否定 しえない。しか し,使 用者
が労働組合 の代表者 にたい して団体交渉に必要 な如何な る情報を も提供す るべ
く法的義務を課した ことで,組 合側 に有利な交渉 の法的枠組を設定 した といえ
る。 さらに,ACASに よる実施要領は 「良き労使関係 の慣行」へ の 指 針 に な
るとされてい る。 しか も,そ れ は 「最低 の基 準」(minimumstandards)を設定
す るものであ って,労 働組合 の代表者 が,よ り多 くの情 報が他 の会社 や産業に
よって開示 され てい る実情を示す ことができれば,こ の ことが良 き労使 関係 の
慣行を確立す る証拠 とな りうるのであ る。 言葉を換えれ ば,労 働組合 の圧力が
強化 され るな らば,情 報開示 規定 は より完全 な ものへ と発展す る可能性 が開 い
　
ているのであ る。
60明 大 商 学 論 叢(390)
雇用保護法が団体交渉 とい う限定 された観 点か ら会社情報 のデ ィス クロージ
ャーを義務づけ るのに対 し,産 業法 は時 の労働党政府 のイギ リス産業 再生 のた
め の産業政策を具体化 した法律 であ り,デ ィス クロージ ャーはその一環 として　
位置づけ られ てい るのであ る。産業法は(1)全国企業委員会(NationalEnterprise
Board),(2)計画 化 協 定(PlanningAgreements),(3)情報 の 開 示(Disclosureof
Information)の義務,と い う3つ の主要 な方策を柱 としてい る。 われわれ の認
識 の対象 とな るのは(2)と(3)であ り,両 者は 内容的 に相互関連 してい る。
産 業法は政 府 と民 間の主要企業 との問 で年一 回継続的 に協議を もち,戦 略的
プランについての協定 を取 り結ぶ ことを企 図 してい る。 その協定 は厳密には任
意 の ものであ り,躊 躇す る会社を協定へ参加す るよ う強い る法的強 制力はない
が,協 定 が結ぼれ ると,援 助 につ いての如何な る約束 も政府を拘束 す ることに
な る。理論的に はマ クロと ミクロの各 レベ ルは相 手側 が どの よ うにオペ レー ト
してい るのか,あ るいはオペ レー トしよ うと計画 してい るのかにつ いての認識
を持 ち合 い,そ こか ら相互 の利益 を獲得し,そ してマ ク ロ経済的意思決定 と ミ
クロ経済 の計画 とを調整 し ようとす るのであ る。政 府は一定 の 「報償」に対す
る見返 りとして企業か ら一定種類 の情報 を求 め るのであ る。す なわ ち,国 家は
補助金や貸付金を媒介 として援助 を提供 し,企 業 の輸 出計 画を支 え,必 要な場
合には熟練 労働者 を も捜 し出す。 さ らに,イ ンフレーシ ョソ,国 内総生産 お よ
び 公的 セ クターの動 きに関す る短期 ・中期 の予測,世 界貿易や主要産業諸 国の
経 済見通 しについてのデー タを提供す る と予定 され てい る。民間企業に よって
政 府へ提供 され る情報は以下 の ものを含む。
(1)総体的戦略(overallstrategy)と長期 の 目的。
(2}国内売上高,輸 出,投 資,生 産性 お よび訓練 に関す る具体 的内容 が添付
された会社計画。計画化協定 が これ ら各項 目を取 り扱 う方法は下記 の如 く
例 示 され てい る。
A.国 内売上高 について会社が開示す るよう期待 され る項 目,
(1)各主要 製品 の売上高
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たすべ ての必要な情報 を提供 されねばならない。それ故,政 府 は使用者 にた
いして この種 の情報 の開示 を要請 す る で あ ろ う。 但 し,公 開が会社 の営利
(commercialinterests)に深刻 な損害を及ぼす場合,あ るいは国家の安全 とい
ロお
う利 益に反す る場合 には除 く。」
「組合代表」が 「すべ ての情報 」にた いして接近 し うる権利を強調 した こ の 当
　
初 の考 えは相当に トー ン ・ダ ウンし,漠 然 とした ものに な ったのであ る。 政府
は そ の討議資料 のなか で次 の如 く表 明す るのみで あ っ た。「労働者は知 らされ
る権利を持 ってお り,賃 金や作業条件 よ り広範 な領域 に作用す る意 思決定 に参
加す る権利 を有す る。そ して,政 府計画化協定が創 り出す ことをその 目標 とし
て いる新 しい環境が共通 の利害 とい う大 きなエ リアのなかで労 使 間 の 協 調 性
ロの
(spirit・fc・・perati・n)の昂揚に貢献す ると確信 してい る。」計画化協定 の参加を
選択す る企業 の場合,労 働組合の代表 の役割低下は 「高度 の慎重 さを要す る」
また は 「秘密性 」 の情報 への労働組合 のアクセス権 を明 らか に制限す るので,
その役割低下は経営者に よって安堵を もって迎え られた のであ る。
産業法第4部 「情報 の開示」 では国家 の経済政 策の推進 のため,あ るいは製
造工業 の特定 の部門の見通 しに関 して政府,使 用者,労 働者聞の諮問のために
必 要 な情報 を政府 と労働組合代表に開示す る ことを会社 に強制 してい る。 情報
の種類 は資本的支 出,使 用 された資本的 資産,資 本的資産 の売却 ない しは取得
　
の 意図,産 出高 と生産性,売 上高,capitaltitilisation,研究開発等で あ り,そ
れ 自体斬新 さは ないが,そ れぞれにつ いて将来 の予測の提供 も要 求 され ている
の であ る。「秘密性」 の情報は計画化協定 との関係で産業相に提 供 され ね ば な
らないが,こ の種 の情報 を組 合に伝達す る ことについてはい くつか の制限が設
　
定 され てい る。つ ま り,情 報 ない し予 測が関係大臣 の判断で次の条件 に該 当す
る とき,組 合に伝達 しない ことがで きるのであ る。
{1)国益(nationalinterest)に反す る。




(5)相当数 の従業員 に重大な損害を引き起 こす。
われわ れはイギ リス労使関係 の な か で1970年代前半期 におけ る労働組合 ま
た従業員 へのデ ィスクロージ ャーの動 向を観察 したが,そ こにはつねに 「厚 い
壁」が横たわ っている ことを看取 できる筈であ る。産業法 は過去 の法律 に比較
してはるか に政府に 「会社 の帳簿 を公開 させ る」権限を付与 している との評価
⑳
もあ るが,逆 に この ことは役人,特 に労働組合が 「高度 の慎重 さを要す る」情
報を第三老 に伝達すれば,そ の企業 の競 争能力を損傷す る とも指摘 され てい る
のであ る。産業法 の文脈においては この問題は関係大臣に よる 「重大 な損傷」
とい う表現 の解釈如何に依存す るが,か か る議論はデ ィス クロージ ャーの拡大
に対抗 して常 に提示 され てい るものであ る。そ こで,よ り一般 的 レベルで こう
した議論を次に取 り上げ る ことに しよ う。
(1)B。J.FoleyandK.T.Maunders,AccountingInfomationDisclosureandCollectiveBarg.
aining,P.14.
{2)雇用保護法の成立 とそれに関連した周囲の事情 については次を参照。熊田淳美 「英国におけ る
『雇用保護法』の成立とそ の周辺」(『日本労働協会雑誌』No.205,1976年)64-70頁。 なお,本
稿では現代のイギ リス労使関係の理解は次による ところが大 きい。栗田健 『現代労使関係の構造





㈲ 角瀬保雄 「イギ リス労働運動と企業内容公開」(『経営志林』第14巻1号)15-16頁参照。
{6}この除外例は雇用保護法のそれ と実質的にos-一一である。
・(7)角瀬保雄教授は労使関係の開示規定にたいして次の如き意義を与えておられ る。 「1971年労使
関 係法のもとでの労働組合への企業内容公開は,労 働運動対策としての枠内での 『譲歩』の性格
をぬけ出ることの出来ない大 きな限界を もつものであ ったが,こ れまでの労働組合への企業内容
公開の情況を後戻 り出来ない方向へと変える意味をもつ ものであったことは,認 めることが 出来
よう。」(角瀬保臨 前掲論稿,18頁)。 もちろん,わ れわれは,労 使関係法に具体化された政策
が労働組合のス トライキへの法的規制を強化す ることを 目的 とし,そ れ と交換に労働組合へ の会





64明 大 商 学 論 叢 (394)
ODB.J.FoleyandK.T.Maunders,op.cit.,p.16.
助EmploymentProtectionAct.,sec.19.
⑬ 角 瀬 保 雄,前 掲 論 稿,22頁 参 照 。
傾 産 業 法 全 般 の 内 容 に つ い て は,西 口直 次 郎 「イ ギ リの 産 業 国 有 化 拡 大 政 策 に つ い て 」(大 阪 市
大 『経 済 学 雑 誌 』 第73巻4号)を 参 照 。 直 接 産 業 法 に 言 及 し た も の で は な い が,イ ギ リス 労 使 関
係 の な か で の 産 業 法 の 位 置 を 知 る うえで 次 の 文 献 を 参 照 。 兵 藤 剖 「"社 会 契 約"と"産 業 民 主 主









労働組合 ない しは従業員へ のデ ィス クロージ ャーな らびにそ の拡 大は一般的
に常に支持 され ているわけ で は な い。当然,使 用者 の側で の 反対は極め て強
い。 また,そ れを支持す る側で もそ の論拠は様 々であ る。 こ こでは,Foleyと
Maundersに拠 りなが ら,主 に団体 交渉を 目的 とす る労働組合へ のデ ィスクロ
ージ ャーにたいす る擁護 と反対の立場,な らびにそれ ぞれの基礎 とな ってい る
根拠 をみる ことにし よ う。
(1)
労働組合へ の会計情報開示 の拡大を擁護す る立 場は二つに大別 できる。一つ
は,デ ィスクロージ ャーを経営者かち組合交渉者へ交渉力を移行す る手段 とし
て考え る立場 であ る。 この理解 に立つ ものは 明らかに デ ィスクロージ ャーを組
合員に とって有利 な調停 の数 を増大 させ るであろ う現象 として捉えているので
あ る。 第二 は,デ ィkク 』ロージ ャーは交渉 の過程 を よ り合理 的(rational)にす
る ことに よってその過 程を改善 し,労 使 間の決 裂の可 能性 を少な くし,そ して
分配以外 の要素 を展開す る ことに よって交渉過 程を改 善す ることが可能である
とみ る立 場であ る。
前者の主張 のエ ッセ ンスは,当 事者 の うち一方だけが情報に接近す る権利を
(395)イ ギリスにおける労働組合への会計情報開示に関する研究65
保持してい る場 合,国 体交渉は本来的に情報 を 持 た な い,ま た は情報 に 自由
に接近す る権 利を保 有 しない他方 の当事者一 この場合 に は 労 働 組 合一 に
究極的 には不利 とな って不平等 である,こ とに存す る。た だ,こ の見解 はその
もっともらしさに も拘 らず,必 ず しも過去 におい て普 く受 容 され て きたわけ
ではない。なぜな ら,団 体交渉 において情報 に接近 し得 な い も の が 有利な結
果を要求 し,か つ獲得 す る こ とが で きるので,非 公開 が逆 に有 力な武器 であ
　
ると示唆 されて きたか らである。表見的 には これはオ ーソ ドッ'クスな見 方を反
駁してい るよ うに映 り,組 合の交渉者 の地位は デ ィス クロージ ャーに よって弱
体化 され ることを含意 してい る。 もしそ うであれば,わ れわれは使用者が なぜ
デ ィス クロージ ャー とそ の拡大 に拒否的な または消極的 な態度を採 るのか疑問
を呈 さざるをえない。情報 に精通す る側,す なわち使用者 はその立場上有利 な
要求のみを受け入れ,そ うで ない要求に対 しては徹底的 に争 うことがで き,交
渉上都合の良い位 置にある ことは 自明である。 か ような配置 は一貫 して使用者
に有利であるか ら,も う一方 の当事者 の側 はそ の代表 に レ リバ ン トな情報 を入
手可能な らしめ る ことに よって一 もし必要 な らば強制的公開(enf・rceddiscL
osure)に訴 えてで も一 か ような配置を排 除す る意 向 を もつ の は当然で あろ
う。
第二の立場は,既 に述べ た如 く,賃 金分配に関する結果 には さほ ど関心 がな
い。 ここでは,団 体交渉 はそ の範 囲が賃金交渉や苦情処理手続 の ような伝統的
領域に限定 され る必要 はな く,む しろ経営内におけ る新 しい問題へ の労使相互
に有益な解決へ到達す るための技法 として発展せ られ るべ きであると捉 えられ
てい るのである。言葉 を換 えれ ば,労 使 間で協調 的な交渉 を展開すべ きである
ならば,労 使が会計情報 を共有す る ことが必要 な条件で ある,と い うわけであ
る。L.C.HunterとR.B.McKers三eの言葉を借 りて敷術す るならぽ,次 のよ
うになる。「労使双方が よ り多 くの情報を共有すればす るほ ど,(経営内の)問題
の解決は より順調に 運 ぶ。 その 『内部活動』(innerworkings)を労働組合に明
らかにす る ことを躊躇す る企業 も依然 としてある。か よ うなため らいは問題の
本質の明確化,代 替案 の展開お よび解決案 の選択を困難にす る。基礎的なデー
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タ と高度 の慎 重 さを要 す る情 報(sensitiveinformation)の共有 に 伴 っ て(労 使間
に)信頼 が生 まれ な い限 り,問 題 の解 決 は有 効 で あ りえ な い し,双 方 の態 度 は
　
依 然 として冷えた ままであろ う。」
そ こでは重点が団体交渉 の拡大 と改善 の うえに置かれてい るのであ る。か よ
うな交渉 がシ ョップ ・スチ ュアー ドや他の非公式 の(non-・Mcial)労働者代表 に
よって遂行 され る工場 レベル また は会社 レベルの現象 にな る限 り,公 式 の組合
機構 へのデ ィス クロージ ャーは見 当違 いであ ると言えるか もしれ ない。専従役
員 は一般 に全 国の労使 調停 の交渉 にかかか ってお り,会 社の情 報はその レベル
では レ リバン トでないか らである。 それに も拘 らず,労 働組合は デ ィス クロー
ジ ャーにた いす る最優先すべ き焦 点で あ る こ とを 一般 に切望 しているのであ
にエ
る。 その理由の一つは シ ョップ ・スチ ュアー ドへの直接的 デ ィス クロージ ャー
はそれ に認知,地 位な らびに権 限を与 え,し か もそれが後 目公式組合機構への
挑戦 とな るか もしれない こと,第 二に組合 自身がデ ータの処理能力を十分に備
ぺ　ハ
えている と自覚 している ことであ る。 労働組合が シ ョップ ・スチ ュアー ドを組
合の フォーマルな機構へ より緊密 に隔合 させ ることができれ ば,前 者 の問題は
それほ ど重 大でない と考え る ことができる。 もちろん,こ れは イギ リスの労働
組合運 動の現状か らみて著 し く困難 であろ う。 また,極 めて大規模 な企業につ
いてはその ことは さほど問題にな らない。 なぜ なら,大 企業 の雇用 は当該産業
の雇用の うち極 めて高 い割合を占め,し たが ってその企業 の情 報は全 国交渉に
おいて も当然 目的適 合的 であ りうるか らである。 もっとも,産 業に よっては従
業員が全 国交渉 で決定 された賃金率に加えて工場 内の賃金 追加を交渉す ること
が慣行にな ってい る場 合,デ ィス ク己一ジ ャーは交渉を改善す る手段 として組
合役員 のみな らず従業員 の直接 の代表に も適用 され る。 したが って,第 一義的












情況に したが って重点は移行す るが,こ れ ら4つ の規準は本質的にほ とん どす
べ ての賃金要 求を支え る うえでの基 本 となるものである。支払 能力は単 独で利
用され ることは稀であ り,最 終的 な裏付げを行な うために利用 され る傾 向があ
る。 この点に関す るデー タは通常 まず賃 金が増加 され るべきか否かを決定 し,
次いでそ の要求の規模 を決定す るのに準備 され る。 ここで使用 され る情報は明
らかに企業 に とっては公式 ・準公式 の情報源 か らの ものであ り,一 般 に外部的
1(external)であ るが,会 社間で パ リテ ィに開す る議論 が起きる ことが度 々あ り,
その場合には内部情報が もち ろん必要 とな って くる。生産性や支払能 力の論議
は工場 ないし会社 の業 績に相関 してお り,内 部で創出 され るデータに全面的に
依存せ ざるをえない。なお,付 言 してお くと,か よ うな財務的 ・経済的情報が
結局 のところ最終的な賃金決定 を どの程度 まで規定す るのか正 し く認識す る こ
とは困難であ り,こ の問題 に関 しては多 くの相異 なる見 解が存在 してい るのが
現状 である。た とえば,労 働組合が蒐集 ・利用す る情報は 「粉飾操作」 されて
お り,組 合 の地位は 「生 まの力」(rawp・wer)の行使 に よって主に決定 され る
と断定 し,会 計情報 の虚偽性 が指摘 され る。 逆に,「統計的事実 はなに よ りも
ゆ一つの中心 的な範囲を提 供す る うえで重要である」 と理解 され る場合があ る。
労組交渉者へ の会社情 報 のデ ィス クロージ ャーを支持す る基本的な理 由はデ
ィス クロージ ャーが分配 に関す る交渉を よ り効率的に し,同 時に労使間の相互
信頼を育成す る機会を提 供す るのに資す る,と い うことに求め られ ている と理
解 し て よ い で あ ろ う。 た とえば,労 使関係委員 会(CommissiononIndustrial
Relati・ns)の報告書は次 の如 く指摘 してい る。「労働組合は情 報開示 の改善か ら
確実 な利益一 情報を容易に入手 し うるために交渉過程が迅速化 され る こと,
比 較的長期 にわた る賃金契約 の可能性 の拡大,そ して使用者が従業員か ら より
　
大きな協調を得ることの機会の増大一 が生れるであろうと主張する。」現在,
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イギ リスにおい て労働組合へ のデ ィス クロージ ャーの拡大を支持 す る根拠 は こ
の報告書 の指摘 に よって代表 され てい ると考え る ことができ る。
ところで,こ れ まで の叙述 は労働組合へ のデ ィス クロージ ャ ・ーをめ ぐってで
あ ったが,そ の過程で示唆 され ていた如 く,フ ォーマルな組 合機構 を経 ない,
の
従業員へ の直接 的開示 の擁護論 が存す る。それは イギ リス労使 関係 の特性 に根
差す もの と言 って よいであろ う。一つは社 会主義的伝 統 の うちにあ るもので,
その究極的 目的 は経済的資源 の所有 と統制 の基 盤 の変革ではあ るが,従 業員へ
の情報開示 の拡大を,労 働者管理(workers'control)の増 長を助け,労 働者 自
主管理(workers'self・management)を発展 させ る うえでの有用な フ ァクターとし
て把握す るのであ る。経営者 にた い す る 「帳簿公 開」(openthebooks)の要求
は社会主義思想 の うちに長い歴史を もってお り,そ れは資本主義経済へ の根深
い不信感 を反映 してい る。つ ま り,私 的所有 制度 のもとで企業 は労働者を犠牲
に してその財務的 ・経済的活動報告を操作 し うるのである。た とえば,機 械工
合 同労働組合(AUEW)会長 旺Scan!onは次 の ように主 張す る。「事業 の職能
や問題を的確に理解す るため にはまず第一一に レ リバ ン トな情報を 容易 に入手す
る権利を持 つ ことが必要 である。企業 の経営活動,財 務取引な らびに計画 につ・
いての有効 な知識か ら労働者 を閉め出すため の組織的陰 謀があ るよ うに思われ
る。産業民主主義へ の鍵 とな る要求の一つ は帳簿公開であ る。 これ は,過 去に
よ くあ ったが,シ ョップ ・スチ ュアー ドが交渉 において頻繁に伝 達 された とこ
ろので っちあげ られた貸借対照表(c・okedupbalancesheets)では ない。労働者
が原価 計算,マ ー ケ ッテ ィソ グ,そ の他重要 な財務 内容に関す る完全に して詳
　 　
細 な情報を保有すべ き ことを言 ってい るのであ る。」そ こ で は,あ らゆ る 「営
業秘密」(commercialsecrets)への曖昧でない,多 方面にわ た るかつ制限 のない
情 報入手権が強調 されているのであ る。 もちろん,そ れ は一挙に到達 し うる課
題 ではないので,当 面は部分的 な情 報の提供か ら開始 され るべ きである ことも
意識 され て い る。 こうした労働運動 の草 の根か らの要 求を背景にして労働組
合会議(TUC)と労働党は デ ィス クロージ ャーの拡大を そ の政策 として掲 げ て
きた ことを認識すべ きである。
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これたい して,使 用者 が組合化を避け る手段 としての共 同協議制に新たな活
気を吹 き込む一つ の可能的方法 として,情 報開示 の拡大を支 配す る考え方があ
る。 これは少数意見 であるが,看 過 され ない見解 である。端 的に表現すれば,
それは 「反組合感情」 に立脚 してい る。使用者が従業員あ るいは組 合に属 さな
い従業員代表に直接情 報を開示す ることが慣 行化 され ると,労 働組 合機構 の無
視,弱 体化へ と導 く虞 があ る。 これに対抗 して多 くのユニオニス トは,デ ィス
クロージ ャーが基本的に まず公式 の組合機構 の代表者にたいして行なわれ,次
・いで代表者 が組合員へ伝達す るよ う求め ることにな るのである。
最後に,企 業 の効率性 と安定性 の改善 のための一要具 としてデ ィス クロージ
ャーを重視 し,そ こか らそ の拡大を支持す る見解 があ る。 これは経営 に対す る
人間関係論 的ア プローチに よる影 響を受けてデ ィス クロージ ャーをモチベーシ
ョナルな現象 として捉 える立場 と,労 働者の経営参 加におけ るデ ィス クロージ
ャーの役割 を重視 してそ の拡大 を擁 護す る見解 とに分 け ることがで きる。後者
が会社 の効率性 に貢献す る とい うのは,た とえば従業員への情報 開示に よって
技術上の変化につい ての意思決定 が共有 され るために従業員 が技術変化を受け
入れ るのに容易にな る こと,双 路伝 達は実際 の作業状態 につい ての経営者 の知
識 を向上 させ る こと,労 使間の 「平和」の強化につ なが るとい う意味において
ロカ
である。 しかし,こ の見解は明 らかに労働者 のエネルギーを企 業の経営管理体
制に装填 してい く過程 として把握す るとい う局 面か ら情報開示 を描 き出してい
るといわねばな らない。いずれにせ よ,従 業員へ の直接 の情報開示 は フォーマ
ルな団体交渉制度 の空洞化を招 くことにな り,逆 に労働組合か らの強 い抵抗 が
　
予想 され るので あ り,重 大な問題 を孕んでいる と考え られ る。
われわれは これ までデ ィス クロージ ャー拡大の擁護 についてみて きたが,他
方では看過 しえない重大な性格 を帯びたい くつかの反対論が存す るのである。
そのなかには根拠 のない もの もあるが,こ こでは5つ に整理 して説明 し,若 干
の検討を加えてお こ う。
(i)まず第一 の反対論は,組 合の交渉者,な かんず くシ ョップ ・スチ ュアー
ドが財務会計の専門的知識 と訓練 に欠け てい ることに関連す る。 こうした情況
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に お い て レ リバ ン トな情 報 の開 示 は逆 に誤 解 と不 信 を 招 き,交 渉 過 程 に ダ メー
ジを与 え る とい うわ け で あ る。 た と え ば,1957年 の英 国経 営 者 協 会 くBritish
InstituteofManagement)の調 査 報 告 書 の な か で は,こ の こ とが デ ィス ク ロ ・ー
ロり エ
ジ ャー の重 大 な 欠陥 として 言 及 され た。 しか も,か か る見 解 は か な り規 則 的 に
一 つ の有 力 な反 対 論 拠 とし て立 ち 現 わ れ て い る の で あ る。NEDO(National







期 の効果を もつ とは到底考 え られない。」 と論 じられてい るのである。
しか しなが ら,シ ョップ ・スチ ュアー ドや 他の交渉者 が財務会計 また は管理
会計 の領域 の熟練 していない として も,そ の ことはそれ 自体 デ ィスクロー ジャ
ーに反対す る根拠た りえない ので ある。同様 の論法を株 主ない し投資家 に適用
す ると,年 次報告書 お よび計算 の非公 開(non-disclosure)あるいは極 め て 制 限
された公 表に結果す る ことになろ う。けだ し,彼 ら とて貸借対照表や 損益計算
書 の構造 と意味を十 分に理解 してい るとは言い えないか らである。彼 らが財務
諸表 を理解す る能 力を欠如 してい ると仮 に認めた と し て も,そ の こ とは"a
policyofnon-disclosure"ではな くて,労 働 組合 と従 業員(そして株主)にたい
す る より良 き数育 の必要性を含意 してい るのであ る。FoleyとMaundersは
その ことをか く断定 してい る。 「いずれにせ よ,会 社 のデ ータを組合 の交渉者
　ド
に入手可能 にす る過程 はそれ 自体 高度に教育的な ことであ る」 と。
㈹ 第二 は,デ ィス クロージ ャーが シ ョヅプ ・スチ ュアー ドな らびに労働組
合の交渉 の場におけ る地位を強化す るであろ うとい う想定 か ら 出発 す る。そ
して,そ の強化に よって労使関係 が既 に不安定状態 にある産業 では と りわけて
よ り戦 闘的な交渉 と大幅な賃金率増大が招来 され る可能性 が あ る。 し こ う し
ゆ
て,経 営者は情報の開示 に怯 える とい うわけであ る。敷術す るな らば,か よう
な好戦性(militancy)の昂揚は その企業に打撃を与え,し か も組 合の活動 は究極
(401)イ ギリスにおける労働組合への会計情報開示に関する研究71
的には 自壊す るであろ う。企 業側が大幅な賃金増 加を受容す ることは,当 該企
業の生存能力(viability)を危 うくしないにせ よ,そ れ には カレソ トな資源 の一
部が充 当 され る ことは確実 であ る。 この こ とは 「投資可能余剰分」(investible
surplus)を減 少 させ,経 営 の発展を抑制 し,つ いには利益 の成長を も低 下 させ
る。資本利益 率が低落すれ ば,資 本 市場 で投 資資金 を調達す る ことが一層 困難
になる。 したが って,デ ィス クロージ ャーは企業の存在 ・発展に真向か ら対抗
す るもの として全面的に拒否 されねば ならない と。それは私企業体制 の もとで
常に現われ る主張 である。 この場合,企 業 の会計情報 と労働組合の戦 闘性 およ
び賃金率上昇 との間 の相関関係 の有無が 当然問われね ばならないが,そ れは暫
く措 くとして,私 的所有関係を基 盤 とす る労使関係に おいては 自己の利益 の追
求は極めて合理 的な行動原理 であろ う。労使関係 の基本的構造を変えずに労働
組合あるいは労働者にたい してそ の要求 を 自粛 させ る ことは,組 合機能 の抑制
そのものを意 味 してい る と考え る ことが できる。
㈹ デ ィス クロージャー拡 大への反対論 の三つ 目は企業の競争上 の地位に関
連して主張 され る。企業 家は 「高度の慎重 さを要す る」性質 の情報,す なわ ち
原価構造,効 率性 の諸指標,価 格政 策,将 来の発展 計画を内容 とす る情報は一
旦労働組合 ないし従業員 に開示 され ると,競 争企業 へ漏洩 され る虞があ り,そ









し獲得 の見 通 し を害 す る場 合,開 示 され ては な らな い 。」 同様 の こ とは,CCA
B(ConsultativeCommitteeofAccountancyBodies)が産業 法 の公 開 規 定 に た い し
て示 した 反 応 の なか に も表 明 され て い る。 「わ れわ れ は か よ うに し て(情 報 の公
開を媒介 として一 引用者注)事業 を パ ブ リヅ クに経 営 させ るノこ とは経 営 を イギ リ
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ス産業の再生 ではな くて,む しろ独創性 と企業心の欠如 へ導 くことを恐れる。
将来計画や研究開発に関す る情報 の,従 業員,株 主,そ の他関係者へ のデ ィス
ク ロージャーに特別 の関心 を持 ってい るが,将 来計画の時期 尚早 のデ ィスクロ








す る。 デ ィス クロージャーの拡大に よって もた らされ る経営者 の こうした 「不
安」は外国企業 との運 営に よる共同事業,合 弁事業 の場合に も発生 しよ う。 さ
らに,デ ィス クロージャーの拡 大は外国か らの投資 の流入を妨げ ることになる
お
とも主張 され てい くので ある。 こうした議 論の根底には,既 述 した よ うに,産
業法 の公開規定 が企業の将来計画や予測に まで及 んでお り,そ のためにイギ リ
スは諸外国に比較 して相 当に 「営業秘密」 の領域に押 し進 んでいる とい う意識
が存す る。何が 「営業秘密」 であ り,何 故 「営業秘密」 でなければ ならないの
か,そ の最 も基 本的 な ところか ら論を掘 り起 こす必要があろ う。ただ如上 の議
論には組 合の交渉者が その企業 と競争関係に立 つ他 の企業 に 「秘密性」の情報
を故意 に漏洩す るであろ うと含意 され てい る ことに注意すべ きであ る。な るほ
ど,公 式 組合 の交渉者 につ いては,パ リテ ィ協 定が展開 されつつあ る情況にお
いて相互 間 で情 報交 換を行な う可能 性は あろ う。 しか し,FoleyとMaunders
は,長 い 聞制限 された デ ィス クロニジ ャー形態が存在す る ア メ リカ で 「秘密
性 」の侵害が重大な問題 とな った ことはなか った こと,そ して イ ギ リス で も
「競争上高度 の慎重 さを要す る」 デー タが シ ョップ ・スチ ェアー ドと役 員 との
双方で討議 された生産性交渉(productivitybargaining)の時 期 に 「会社 秘密」





選択的利用,な かんず く支払能力に関す る情報 のそれ は もはや 売上利益(pr・fit
margine)の縮小に よっては吸収 せ られ えない ほど著し くイソ フレ誘発的賃金協
定を招来す ることにな り,こ の点 でデ ィス クロージャーの拡大は認め られない
とい う反対論である。労使関係委員会 の報告書は 「使用者た ちのなか には情報
開示 の拡大が より良 き労使 関係 に貢献す るであろ うとい う考 えに懐疑を抱 き,
むしろその ことが よ り大 きな戦 闘性 とよりインフレ誘発 的賃金要求へ導 くであ
お
ろうと恐れ るものがいた 。」 と指摘 してい る。か よ うな見解が受容 され る と,
情報開示な らびにその拡 大は政府 のインフレ抑制政策 に真向か ら対 抗す るもの
とみ なされ ることにな る。情報開示 の拡大は 「営業 秘密」保護 の観点か ら一般
的に一 あらゆ る利害関係集団にたい して とい う意味 におい て一 拒 否 され る
が,さ らに労働組合,従 業員にたいす るデ ィス クロー ジャーは上記の労使 関係
委員会 の報告書の指摘 に代表 され る議 論に基づ いて強 く抵抗 され る。 これは伝
統的に使用者側に根強 く横たわ ってい る観 点 で あ る。 そ こで,支 払能力指標
(abilityt・payindicators)が仮に賃金増 加率に与 える影響が ある とすれば,そ れ
を検討す る ことに よって,経 験的な意味あいにおいて支払能力指標 の役割 を明








(4}い わ ゆ る 単 一 経 路 の 代 表(singlechannelofrepresentation)と い う思 想 の 流 れ が 労 働 党 の
1967年 の 作 業 部 会 の 報 告 文 書 の な か に 明 ら か に み ら れ る 。Lab・urParty,IndustrialDem。cracy:
WorkingPartyReport(London,1967)pp.31ff.
{5),(6}B.J.FoleyandK.T.Maunders,oP.cit.,P.41.











岡 何 が 従 業 員 に 開 示 され るべ き か と い う問 題 に つ い て,FoleyとMaundersは2つ の ア プ ロ ー9
が 考 え ら れ る と し て い る 。
(i)網 羅 的 で 詳 細 な情 報 が 利 用 可 能 で あ る べ き と す と ア プ ロ 一ーチ(総 括 的 ア ブP一 チ)。
{ii)幅広 い 従 業 員 の ニ ー ズ を 識 別 す る こ と か ら 出 発 し,次 い で 識 別 さ れ た==一一ズ に 特 定 の 情 報
に 対 応 さ せ て 開 示 す る ア プ ロ ー チ 。
彼 ら は 情 報 の 価 値 と,そ の 蒐 集,分 析 な ら び に 配 布 に 伴 う費 用 と を 比 較 考 量 し て(ii)のア プ ロ ー
チ を 支 持 す る 。 そ し て,従 業 員 の ニ ー ズ を4つ の カテ ゴ リ ーに 分 類 す る,つ ま りくa)仕事 の 保 障,









四"securityrisks"とみ な され る の は 組 合 の 交 渉 老 や 従 業 員 だ け に 限 ら な い 。 役 人 に 対 す る包
括 的 な デ ィス ク ロ ー ジ ャ ー 〈産 業 法 を 通 じ て)も 多 くの 企 業 家 に と っ て は 著 し く不 愉 快 な こ と と受








㈱CommissiononIndustrialRelations,op.cit.,pafa.15,p.14.なお,こ の 他 に,デ ィス ク ロ
ー ジ ャ ーは 経 営 者 の 「経 営 権 」 〈rightt。manage)を縮 小 し,侵 害 す る も の と捉 え て そ の 拡 大 に
対 抗 す る 立 場,さ ら に 労 働 組 合 あ る い は シ ョ ッ プ ・ス チ ュ ア ー ドに あ る特 定 の 情 報 を 開 示 し な が
ら,他 方 で 企 業 の 法 的 所 有 者 で あ る株 主 が そ の 開 宗 を うけ な い の は 倫 理 上 問 題 で あ る とい う立 場
に 立 つ 反 対 論 が あ る6後 者 に つ い て は,株 式 取 引 所 が 錯 誤 な い し は 背 任 行 為 と い う観 点 か ら 「高
度 の 慎 重 さ を 要 す る」 情 報 の 開 示 に 否 定 的 な 態 度 を 明 らか に し て い る。StockExchange,Admi・
ssionofSecuritiestoListirig(London,1973)p.14.Seealso,B,J.FoleyandK.T.Maunders,







うものである。 この主張か ら直接2つ の問題 が発生す るであろ う。
(1)労働組合はその独 占力の行使に よって,一 般 的経済状態に関係な く,賃
金水準の継続的 な上方へ の圧力を どの程度 まで行使す る ことが可能か。
(2)より大量の会計情 報へ の接 近を労働組 合にた いして受容す る ことは組 合





の後経済学 の領域で多 くの研究が発表 されて きた。 したが って,こ こでは あ く
まで も問題を会計の範囲 内に限定 し,{2)の問題 が これ まで どの ように処理 され
てきたか,あ るいは され うるのか瞥見した い。
さて,こ の仮説は組合 の交渉者側 の情報 の入手可能性 とい う条件を除 き,す
べての点で同質な諸情況 を経験 的に比較す る必要が あるため,そ れを直接 検証
することは実質的に不可能 である。そ うした条件が満足 された時に のみ諸賃金
率間 の相違(または賃金率の変化)はより自由に入手可能な情報 のインパ ク トに帰
せられ うるのであ る。 同じ問題は会社 レベ ルで締結 され た賃金調停に関す るデ
ータが公式にかつ組織的 に公表 されていない よ うな場合に一層深刻 とな る。
そ こで,わ れわれは賃金 の増加あ るいは賃金水準 の相違が企業 レベルでの財
務的 ・経済的変数に関連す る ことを示す証拠 が存 在す るか,と 問題をかな り限
定し,そ れで満足せ ざるをえないので ある。初期 の研究では,D.G.Brownが
産業間の賃金水準の相違 は使 用者 の予想支払能 力(expectedabilitytopay)に依
存 してお り,当 該支払能力は一組 の異 なる財務的 ・経済的諸指標に よって測定
くり































を支払能力要 因 として把握す る ことは,後 述す るよ うに,当 然重大な疑 問が生
じる。安定性指標は雇用の大 きさに基づ いて測定 した特定 の産 業におけ る企業
の平均規模な らびに雇用 の季節的 変動 に よっても とめ られ る。後者は雇用が最
も高い月 の雇用量を雇用が最低 の月の雇用量 で除す ことに よって算 出され る。
最後に,成 長性は雇用変動率に よって測定 され る。
Brownは以上9つ の支払能力尺度を独 立 変 数,年 平均賃金収入を従属変数
とし,そ れぞれに関す るデ ータを81の産業 にわた って蒐集 したのである。 そ
の結果 は第1表 の通 りである。賃金 と5つ の変 数 との間に有意な単純相 関係数
べらハ
がえられた ことがわか るが,特 に生産性,市 場構造 お よび収益性 の各変数はそ
れぞれ+O.471,+O,406,+0.411の高 い係数 を もってい る。 また,Brownの
分析結果 では,男 性従業員 の相 対的割 合が高い産業 の賃金は高水準 である こと
を暗示 してい る(r=+O.608)。彼 の考 えに よれば,か よ うな産業 は相対的 に大'
きな支払能力を もつ ことにな るのであ るが,こ の比率は産業間の賃金水準 の相
違を説 明す る決定因で ある として も,同 時 にそれが支払能 力要因である と認識
す ることには問題 が ある。 この指標は収益性,安 定性 あるいは成長性 とい った
第1表Brownモデルにおける賃金と支払能力尺度の相関係数(・)
已 純糊 係数 偏 相 関 係 数
マ ソ ・ア ワ ー 当 り付 加 価 値 額 0471 0,093
集 中 化 の 程 度 0,406 0,326
売 上 高 利 益 率 α411 α298
生産労働者数対非生産的労働者数 一 〇.560 一 〇.378
労 務 費 対 付 加 価 値 額 一1£8 (b)
男性従業員数対総従業員数 0,608 α392
雇 用 の 季 節 的 変 動 一α227 一 〇.029
企 業 の 雇 用 量 一(L352 (b)
雇 用 変 動 α013 一1 .24
(a)単純 相 関 係 数 は 利 益 と賃 金 との 相 関 を 除 い て81の 標 本 に も と つ い て 算 定 され て い る。 利 益 と
賃 金 と の 単 純 相 関 な らび に す ぺ て の 偏 相 関 は59の 標 本 に も とつ く。 、
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指標 とはその性格を本質的に異に してお り,賃金水準 の相違 を結果 として説 明
で きるが,将 来 の支払能力を査定す る指標 ではあ りえない。 また,彼 のい う意
味 での雇用構成 は産業 の内容に よって決定 され ることが大 き く,し たが って産
業 間の支払能力の差 を表現 しえない と考え られ るのであ る。 なお,Brownは
f雇用 の最大 の伸びを示す産業は最高の賃金を支払 っ て きた」 ことを立証 しよ
うとしたが,分 析結果 は彼 の期待を裏切 っ て い る(r=+e.013,偏相関係数r*=
+O.113)。したが って,成 長 性の指標は支払能力要因 として捉 える こ とが で き
な いわけ であ るが,こ れは 当該指標を測定す る尺度 の選択 に誤 りが あ った こと
もそ の原因であ る。Brown自らが認めてい るよ うに,売 上高の変動,ま たは
ア ウ トプ ッ トの変動 を尺度 とす るほ うが合理的 である。
　
Brownはさらに賃金 と6つ の予想支払能力指数 との重相関係数 を も とめ,
そ の結果 はR=0.861であ った。 つ ま り,支 払能 力変数上の産業 の違いは賃金
水 準の産業聞 の分散 の約75%を 説明した のである。
G・R・SparksとD・A・Wiltonもカナダの製造業に関 して1951～65年にわ
た って蒐集 された133の個別 の契約を標本 とし て 使 用 し,Brownと同様 の接
　
近方法に よって1971年にその研究結果を発表 してい る。彼 らは時間当 り賃 金
率 を独立変数 として選択 し,こ れに失業率,失 業変化率,総 資本利益率,相 対
的生産性,雇 用 の増大お よび相対的賃金 に回帰 させたのであ る。 さらに,ス ト
ライキを表わす ダ ミー変数,指 標間 の想定 せ られ うる相互作用 の効果一 一たと
えば生産性 ×相対的賃金,失 業 ×価格変動率一 を捉 えるた めに使用すべき若
干 の変数を導 入し,方 程式を拡張 した。その結果,失 業,収 益性,価 格条件お
べ
よび失業 と価格 との相互作用 の各変数は一貫 して うま くい った ことが報告 され
てい る。
しか しなが ら,こ れ らの研究 は会社 の情報 が会社 の賃金協 定に及ぼす影響 と
重要性 につ いてのわれわれ の修正 した問題に答えるには余 りに高い集計 レベル
で行 なわれ てい る。 この特殊 な問題は ア メ リカ に お い てB.HorwitzとR・
Shabahangによって取 り上げ られ た。彼 らは公表会計情報 と会社 の賃金増加
との相関を検討 している。 まず,財 務報告書か ら取 り出され る財務変数は一般
(409)イ ギリスにおける労働組合への会計情報開示に関する研究79
的 賃金増 加に大きな影響 力を持 つ と信 じられ てい る経済的 諸要 因を代表す る も
のでなければな らない と考え,そ のフ ァクターを2つ の カテ ゴ リ一ー■に,す なわ
ゆ
ち生産性 と支払能 力に大別す る。企 業 レベ ルでの,特 に短期的な労働生産性に
左右す ると推定で きる諸要因をそれぞれ代 表す る指標 は,G.F.BloomとH.R.　
Northrupとの研 究成果 に拠 りつつ,労 働 の質 の改善…,研究開発 と発明,1人
当 り労働者 の資本額 の増加 の3つ に特 定 され る。その うち後者 の要因は短期的
に,つ ま り一年ない し二年 の うちに生産性にた いして最 も重大 な 影 響 を 持 つ
が,他 は長期的作用をも ってい る と考 えられ る とし,短 期的には パラ メー タと
して扱 われ るので ある。生産性増 大の一部 は短 期的には製品価格 の低下,営 業
利益(operatingprofit)の上昇,製 品 質 の改 善,あ るいは これ らすべ てのなか
に同時に反映 される。だが,製 品の質 の改善 につ いての尺度を財務報告書か ら
取 り出す ことは実質的 に不可能で ある。 しこ うして,営 業利益,価 格 に関す る
意思決定(通常は総収益のなかに反映す ると考える)ならびに資本投 資の率を賃金変
動に相関す る,企 業 レベルで の生産性指標 として選択す るのであ る。 これ らに
ゆ
対応 して財務報告書か ら3つ の変数,{i)売上 高純営業利益率,倒 自己資本 回転
率,圃 プラン ト・設備へ の投資 の伸び率(労働老一人当 り資本の増加に関する尺度)
　
が 引き出され るので ある。
HorwitzとShabahangは支払能 力の決定因を短期 的流動性 と収益性に もと
め,そ れぞれ を代表す る変数を選択す る。企 業 の流動性を代表す る変数 は㈹流
動比率(短期の運転資本状態を示す尺度),(V)一株当 り配 当金(運転資本への潜在的需
要に関する尺度)であ り,収 益性 を代表 す るのは圃総 資本純利益率,圃 一株当 り
　
稼得利益(earnings)である。
彼 らに よって選択 された独立変数間 に相 関の高い ことが直観 され よう。特 に
ω と圃,(v)と㈲ との間にそれ が認め られ る。独立変数 の間で相関が高 い場合,
変数が従属変数にたい して及 ぼす分離効果(separateeffect)を識別す る こ とは
お
当然困難 とな る筈 である。 しか し,彼 らは この共線性 の存在につい ては全 く沈
黙 してい る。
HorwitzとShabahangは上記7っ の変数 を期 間z-1に報告 されたデ ータか
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第2表 賃金増加と財務変数との相関係数
変 数 単 純 相関 係 数 有 意
売上高純営業利益率 十α1489 ★
一 株 当 り配 当 金 一砿1322 ★
総資本純 利益率 十〇.1108
流 動 比 率 十〔瓦1210







全変数にた いす る標本 の相関係数を示す。・各標 本の相 関係数はそれに対応す る
母i集団の相 関係数 の点推定(apointestimate)であ る。 母集 団の相関係数がゼ ロ
である とい う帰 無仮説(nullhypothesi8)が与 え ら れ た とす れ ば,相 関係数は
205の標 本数にたいしておお よそ正規分布 してい る。 したが って,有 意水準 α
=O.05のもとで相関係数が0.1308より大 きいか,あ るいはO.1308より小 さい
とき,帰 無仮説は棄却 され うる こ とに な る。 こ の よ うに し て,Horwitzと
Shabahangの研究では(i)と(V)の2つの変数のみが賃金増加に有意 に,す な わ
ち95%の 水 準で相関 してい るこ とが示 された のである。
FoleyとMaundersはHorwitzとShabahangと同様の接近方法を以て,
賃金増加 と会計情報 との相関関係 をイギ リスについて検討 し,彼 らの研究結果
　
を実際に調査 した。但 し,イ ギ ヅスでは公式 の団体 に よって会社 レベルの賃金
1
決定についてのデータが組織 的に蒐集 され ていないため,か な りア ド ・ホ ック
な手続 が採用 され ざるをえない。 また,任 意 的所得政策 の端緒 の時期を含 めて
過去30年間 に周期 的に所 得政策が実施 され て き て お り,時 系列 のデータを使
用す る ことは,政 府の介入がか の基本的相関関係を歪 める可能性が十 分あ るた
め,そ の ままでは問題が生 じる筈 であ る。 そ こで,FoleyとMaundersは所
得政策が実施 されなか った年度(1971～72年)に取 り出された標本(117個)に基
づいて クロス ・セクシ ョン分析に限定 し,か の仮説を検定 したのである。彼 ら
(410)
ら取 り出し,こ れ ら財 務変数を期
間tの 賃金増加に相 関 させ るので
　
ある。その際 におけ る変数算定 の
基礎的デー タは12の産業を代表す
る15社の財務報告書(1945～65年)




タの入手可能性 であ る。第2表 は
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はHorwitzとSIlabahangによ って使 用 され た財 務 変 数 の うち{1)売上 高 純 営
業利 益 率 と杣総 資本 純 利 益 率 に つ い ては 若干 修 正 し,そ れ ぞ れ にた い して 総 利
益(gr・ssprofit)を使 って い る。 但 し,そ の根 拠 は 明 らか に され て い な い。 か く
して,回 帰 方 程 式 は次 の如 く表 わ す こ とが で き る。
W=a。+alXl+a2×2+a3×3+a4×4+asXS+a6×6+a7×7+U
w=賃 金 増 加 率(%)
勘=売 上 高 総 利益 率
娩=自 己 資本 回 転 率'
x3=プ ラソ ト ・設 備 の増 加
砲=流 動 比 率
鵡=一 株 当 り配 当 金
輪=自 己資 本 総利 益 率
命=一 株 当 り稼 得利 益







若 干 の注 釈 を 行 な うと,ま ず この結 果 は仮 説 を 支 持 す る こ と に 失 敗 し て い
る。3つ の変 数,す なわ ちx2,x4な らび にx7が 明 らか に有 意 で あ る こ とが 判
明す る。 次 に,既 述 した 如 く,SCtとx6,x5とx7の 間 にか な り強 い 共 線性 の
存在 が ア ・プ リオ リに予 想 され てい た が,こ れ らの場 合 に統 計 的仮 説検 定 の解
釈は無 意 味 で あ る。 決 定 係 数(R2)も,ク ロス ・セ クシ ョン分 析 の結 果 は 低 い
方に あ る のが 典型 的 で あ る こ とを勘 酌 し て も,約10%で 極 端 に 低 い。 そ こで,
FoleyとMaundersはこれ らの結 果 を基 礎 に,公 表 され た支 払 能 力 の デ ー タ
が賃 金 増 加 に効 果 を 及 ぼ し うる とい う仮 説 は 極 め て疑 わ しい とみ なす べ きで あ
ろ う,と 結 論す る の で あ る。 つ ま り,HorwitzとShabahangの研 究 結 果 とは
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異 なる結論を導 き出した のであ る。
以上を要約す ると,使用者団体 とそのエ ピゴーネソは労働 組合,従業 員への情
報 開示 の拡大は組 合の戦 闘性を強め てインフレ誘発 的賃金 水準を招来す るであ
ろ うと想定 し,こ れ を有 力な1つ の論拠 としてデ ィスクロージ ャーの拡大に強
固に抵抗す る。 この仮定 は直接経験的 には検定せ られ えないため,わ れわれは
企業 レベルでの賃金増 加 と財務 変数 との間に相 関関係が存在す るのか,あ ると
すれば どの よ うな状態 にあるのか とい うように問題を立て直 し,そ れ に関連 し
た これ までの若干 の研究をみ てきた の で あ る。Brownの研 究は産業 の賃金水
準は支払能 力に規定 され うる可能性を指摘 してい る。HorwitzとShabahang
らも同様 の結論に到達 した といえ る。 しか し,前 者 の支払 能力は,公 表会計 デ
ータが賃金増 加に与 え る効果 に関 してテス トしたHorwitzとShabahangによ
って使用 された変数 とはは異 なる一組 の変数に よって測定 され ている ことに注
意 しなければ ならない 。さらに,FoleyとMaundersはHorwitzとShabahang
の接 近方法をイギ リスに適用 したが,強 い相関関係を見い出す ことが できなか
った。 したが って,デ ィス クロージャーあるいはその拡大が賃金の増 加を招 く
と断定す る ことはで きない と判断せ ざるをえない ので ある。 もち ろん,彼 らの
選択 した変数が最高の説 明力を もってい るのか,当 然 問わ れ るであろ うし,相
関関係の欠如ない しはそ の弱い関係は他 の財務要 因が決定因であ りうることを




{3}なお,こ の 経 過}こつ い て は 次 を 参 照 。B.J.FoleyandK.T.Maunders,op.6it.,pp.55-73.
(4}D.G.Brown,"ExpectedAb輌litytoPayandInter-lndustryWageStructureinMonuf-
act1ユring,,,IndustrialandLaborRelationsReview(16,0ct.,1962)pp.45-62.
(5)若 干 付 言 し て お くと,生 産 性 に 基 づ い て 産 業 を 格 付 け す る と,上 位10産 業 の うち8つ は 全 産
業 の 中 央 値(年 平 均 賃 金 収 入3,727ドル)を 上 廻 る 賃 金 を 支 払 って い た 。 但 し,r*=+0.093であ
る こ とに 注 意 す べ き で あ る。 また,上 位4社 が 総 出 荷 額 の60%以 上 を 占め る15の 業 産 の うち12
は 中 央 値 よ り高 い 賃 金 を 支 払 って い た(ibid.,pp.52-53)。こ の こ とは 企 業 間 の 競 争 が 激 し い 産 業
で は 集 中 化 の 進 ん だ 産 業 に 比 較 し て 賃 金 水 準 が 相 対 的 に 低 い こ とを 示 唆 し て い る 。
{6)6つ の 指 数 と は マ ン ・ア ワ ー 当 り付 加 価 値 額,産 業 の 集 中 化,売 上 高 利 益 率,労 務 費 対 付 加 価
《413)イ ギ リス に お け る労 働 組 合 へ の 会 計 情 報 開 示 に 関 す る研 究83







鵠 こ こで 純 営 業 利 益(netoperatingprofit)とは 異 常 な 利 得 ・損 失(unusalgainslosses)と所 得
税 に つ い て 修 正 され た 総 利 益 で あ る。HorwitzとShabahangは,売 上 高 純 営 業 利 益 率 は 生 産 の
うち 営 業 利 益 に 翻 案 され る部 分 に た い す る写 体(surrogate)であ る と捉 え て い る(B.Horwitz
andR.Shabahang,op.cit.,p.249).
⑳Ibid.,p,249.
働 こ れ は 純 利 益 対 普 通 株 式 数 の 比 率 と し て 算 定 さ れ る。
個Cf.B.Lev,FinandialStatementAnalysis:ANewApproach(Prentice-Hall,Inc.,1974)
p.65,柴川 林 也 ・寺 田 徳 共 訳 『現 代 財 務 諸 表 分 析 』(東 洋 経 済 新 報 社)69頁 。
U4B.HorwitzandR、Shabahang,op.cit.,pp.250-251.
掴 且J.FoleyandK.T.Maunders,op.cit.,pp.76-78.
お わ り に
われわれはイギ リスにおけ る労働組 合,従 業員へ の情報開示 の情況 とその問
題点をみ てきた。最後 に これまで の叙述を若干整理 してお くことにし よう。わ
が国で こうした議論が低調 で あ る の は,一 つは一般的にいえぽ欧 米では既 に
「知る権利」が実定法上承認 されてい る国がい くつか あるのにた い し て,日 本
では裁判所 の判決 のなかに出て くる ことがあ って も,必 ず しも法 的に市民権 を
ω
得ていない現状 にある とい うこ とであ る。 また,イ ギ リス との比較 でい えば,
その労使関係制度 の相違な らびに労使 間の力関係 の違 いにあ ると考 える ことが
できる。
情報開示は私企業体制 の もとでは一般に 「営業秘密 」保護 の観点か ら拒否 さ
れる。た とえば,デ ィス クロージ ャーが拡大 され ることになれば,労 働組合は
「高度 の慎 重 さを要す る」情報を当該企業 と競争関係に立つ他企業 に 伝 達 し,
その企業 の競争 能力を弱 めて不利 な状態にお としいれる とい う議論 である。 さ







い う,両 当事者を権利義 務の関係 に置 くものである。 しかしながら,企 業が保
有す る一切の情報 を開 示 させ る法制度 は到底成立 しえない と考 えられ る。なぜ
な ら,実 定法上情報開示規定は権 力の在 り方にかかわ る事 柄で あ る か らで あ
る。 したが って,情 報開示にたいす る例 外措置を設 け るべ き事 態 が 発 生 す る
が,そ の際に原則にたいす る例外を明確 な秘密基 準=非 開示基 準 の 形 で 設 定
し,そ れを客観化す る ことが肝要 であろ う。非開示基準 の設定 は著 し く困難な
課題 であるが,一 般に もっとも問題 になるのはや は り 「営 業秘密 」 の保護 であ
る。企業 は 「営業秘密」の不可侵性 を強調 して製品 の種類 または単位 ごとの価
格や原価構造 等に関す る情報 の開示を拒否す る。 イギ リスの雇用 保護法 では6
つ,産 業法 では5つ の例外規定が用 意 され ていたが,そ の うち 「営業秘密」保
護にかかわ るのは前者 では18条(e),後者はSec.30(4)項である と考え られ る。
こ こで重 要な点は,「 秘密保護」 の観点は特定 の会社情報 の労働組 合,従 業員
へ の開示が当該企業 を競争関係につ立つ他 の企 業 よ りも不利 な経営状態 にお と
しいれ ることになるか否か であろ う。FoleyとMaundersはこの ことを英 米
の事例を引 き出 して経験的 に否定 してい るが,他 人を納得 させ るほ どの重みを
もっていない。 ここでは,こ とは民主 主義にかかわ る法 の問題であ る ことだけ
を指摘す るに とどめ ざるをえ ない。'ただ,雇 用保護 法や産 業法 の例外 措置は極
めて緩す ぎるとい う印象 は否定 できない 。いずれ にせ よ,イギ リスの労働組合,
従業員へのデ ィスクロージ ャーの動向はわが国 の現状を鑑み て これ か らの会計
情報開示制度 の在 り方 を考 え る うえで,一 定 の教訓を与 える もの といえ よう。
(1)堀部政男 『アクセス権A(東京大学出版会,1977年)ee-一章,同「『知る権利sの法的状態」(「法
律時報『1972年6月号)29-30頁を参照。
② 以下は下記の文献から示唆をえて叙述されている。奥乎康平e知る権利S(岩波書店,1979年)。
